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地方債・その他 一般財源
Ｃ なし

指定管理者制度導入等、民間活力を活用する。
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令和元年度の実績
工場誘致奨励金　　　　　　　　　　　　３件（５４，６７６千円）
空き店舗等活用事業奨励金　　　　１０件（２，８０３千円）
まちなか商店リフォーム補助金　 　７件（４，１７９千円）

産業祭　　　　　　　　　　　　　　　　　 １０月２７日（７，０００人・６６団体出店）
市立地企業連絡協議会補助金　　２００千円
立地企業講演会　　　　　　　　　　　１２月１０日開催（７０人参加、講師　山口真由）
花いっぱい事業業務委託　　　　　小金井駅西口、自治医大駅東口、石橋駅西口
ＩＣＴ講習　　　　　　　　　　　　　　　　３３名参加

　令和２年３月に策定した第二次下野市産業新計画に基づき、市民生活を支える基盤で
ある産業の振興を進めている。
　西坪山工業団地東地区産業団地の整備を現在進めていますが、ハードの整備に併せて
本事業により企業から選ばれる地域となり事業効果が図られる。
　また、商工会や立地企業と連携協力することにより事業効果を高めている。

総合評価

継続実施

○ 見直し実施

効率性
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財
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将来の活用・活性化等のビ
ジョンが明確である。他課との連携等により、相乗効果を図る。

市民団体や近隣自治体等と協働や連携 マネジメントの観点から維持費等
について十分検討されている。

３
以上

ソフト事業（要件：６項目） ハード事業（要件：３項目）

事業の質を維持しつつ、事業費の削減や取組方法
を見直す

補助金等の積極的な活用で最大の
成果となる方法を選択している。

国県支出金

１
以上

受益機会・費用負担割合等が公平公正である。

０千円 １００千円 ２９，０９８千円 管理業務等において、現在の取組手法から、さら
に効率性を図ることは困難である。

市裁量がない事業（⇒Ａ評価とする）
　市内企業への支援や企業誘致、空き店舗対策を継続的に行うことにより、ＩＣＴ技術
の革新的な発展や新型コロナウイルス感染症により、社会が大きく変わろうとしている
現在、首都圏に近く、交通の便が良い、そして災害が少ないという利便性を活かし、人
口減少を抑制し、地域の活性化を図ることができる。

市民サービスの維持・向上に寄与する。
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適切な評価指標の設定があり、達成に向けたプラン・動きがあ
補助団体

根拠法令
等
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工場誘致奨励金　９，０００千円　　まちなか商店リフォーム補助金　１０，０００千円
産業祭　５，０５０千円　　　　　　　　空き店舗等活用事業奨励金　３，６００千円
立地企業講演会　６００千円　　　　花いっぱい事業業務委託　３００千円
ＩＣＴ講習　３００千円　　　　　　　　　市立地企業連絡協議会補助金　２００千円
その他（旅費、消耗品等）

事
業
費
１１１，６７７千円 ６７，２７７千円 ２９，１９８千円 ２９，１９８千円 ２９，１９８千円

Ｃ なし
県組織等への負
担金
講演会等の開催
補助制度による
商工業者支援
産業祭によるＰＲ

県組織等への負
担金
講演会等の開催
補助制度による
商工業者支援
産業祭によるＰＲ

県組織等への負
担金
講演会等の開催
補助制度による
商工業者支援
産業祭によるＰＲ

県組織等への負
担金
講演会等の開催
補助制度による
商工業者支援
産業祭によるＰＲ

県組織等への負
担金
講演会等の開催
補助制度による
商工業者支援
産業祭によるＰＲ

裁量あり

有効性

Ａ 全て
要件（３項目）

― 地方創生（人口・関係人口増）やＳＤＧｓ、国土強靭化に寄与
令和４年度令和３年度

下野市工場誘致条例、下野市まちなか商店リフォーム補助金交付要綱、下野市空き店舗等活用事
業奨励金交付要綱、下野市立地企業連絡協議会補助金交付要綱

事業区分 新規・継続 継続 事業の種類 ソフト事業 市裁量の有無
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Ⅱ（継続的
推進）

2 商工業による躍進するまちづくり
―

1 商工業の基盤強化・活性化

総合計画
での位置
付け

施策

4 地域資源を活かし、産業・地域が躍進するまちづくり重点事業区分
類型
区分

事
業
計
画

平成３０年度 令和元年度 令和２年度

第二次下野市総合計画の施策体系と事業目的に整合性がある。
市民・団体・議会等から要望や要請がある。

事業推進方針判断に際しての３つの視点

事業目的

　商工業者の事務効率化や空き店舗の有効活用、既存店舗のリニューアルなどに対し補
助することで、継続支援、創業支援を行い市内商工業振興を図る。
　また、市内への企業の新規立地や施設増設を推進するとともに、企業間連携を強化し産
業全般の活性化を図る。

必要性

Ａ 全て
要件（３項目）

社会経済情勢の変化や市民ニーズ等に適合する。

Ｃ なし

事業概要

工場誘致奨励金、まちなか商店リフォーム補助金、空き店舗等活用事業奨励金を交付し、
創業及び企業進出の推進を図る。
市立地企業連絡協議会に補助金を交付し、協議会の事業推進を図るとともに、企業間連
携の強化を行う。
ＩＣＴ講習、立地企業講演会を開催し、商工業者のスキルアップを図る。
産業祭を支援し市内の企業と市民の交流を図る。

市裁量がない事業（⇒Ａ評価とする）
　本市が将来にわたって発展し地域を持続させていくためには、当事業により商工業を
振興し雇用を確保する必要がある。
　また、空き店舗対策を行うことにより地域の安全にも寄与する。
　人口減少時代に対応すべく本事業の重要性、必要性は高いと考える。

事務事業名 商工業振興事業 所管部課 産業振興部 商工観光課
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